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	処分の概要
	容器検査所の登録及び更新

	法令名
根拠条項
	高圧ガス保安法　第50条第3項

	法令番号
	昭和26年法律第204号

	【基準】
　法第50条の規定による。
　(容器検査所の登録)
第50条　容器検査所の登録は、5年以上10年以内において※1政令で定める期間ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。
2　次の各号のいずれかに該当する者は、容器検査所の登録又はその更新を受けることができない。
(1)　第7条第1号又は第2号に掲げる者
(2)　第53条の規定により容器検査所の登録を取り消され、取消しの日から2年を経過しない者
(3)　心身の故障により容器再検査又は附属品再検査を適正に行うことができない者として経済産業省令で定める者
(4)　法人であつて、その業務を行う役員のうちに前3号のいずれかに該当する者があるもの
3　経済産業大臣は、容器検査所の登録又はその更新の申請があつた場合において、その容器検査所の検査設備が※4経済産業省令で定める技術上の基準に適合すると認めるときは、登録又はその更新をしなければならない。
4　経済産業大臣は、容器再検査又は附属品再検査の実施を適正にするため特に必要があると認めるときは、容器検査所の登録又はその更新に際し、その容器検査所において容器再検査又は附属品再検査を行うことができる容器又は附属品の種類を制限することができる。

※1「高圧ガス保安法施行令、12条の2」
※2「(許可の欠格事由)
第七条　次の各号のいずれかに該当する者は、第五条第一項の許可を受けることができない。
　一　第三十八条第一項の規定により許可を取り消され、取消しの日から二年を経過しない者
　二　この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者
　三　成年被後見人
　四　法人であつて、その業務を行う役員のうちに前三号のいずれかに該当する者があるもの」
※3「(登録の取消し等)
第五十三条　経済産業大臣は、容器検査所の登録を受けた者が次の各号の一に該当するときは、その登録を取り消し、又は期間を定めて容器再検査若しくは附属品再検査の停止を命ずることができる。
　一　第七条第二号から第四号までに該当するに至つたとき。
　二　第四十九条第三項から第五項まで、第四十九条の四第三項若しくは第四項、第五十一条又は前条第一項の規定に違反したとき。
　三　第五十条第四項の規定による制限又は前条第四項の規定による命令に違反したとき。
　四　第六十条第一項の規定による帳簿の記載をせず、又は帳簿に虚偽の記載をしたとき。
　五　容器検査所の登録を受けた者が第一種製造者である場合において、第三十八条第一項第一号から第五号までの規定により第五条第一項の許可を取り消されたとき。」
※4「容器保安規則、第32条、第33条」
※大阪府産業保安行政事務に係る事務処理の特例に関する条例第3条による事務移譲

	標準処理期間
	15日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月25日
	最終変更年月日
	令和元年10月30日
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